
主な検討事項（案）_①

Ⅰ 児童発達支援センターの位置づけについて

○ センターに求められる「中核機能」について、法的に果たすべき機能が明確になっていない、一般の児童発達支援事業所と
の役割分担が明確になっていないという指摘について、どう考えるか。

○ 「福祉型」と「医療型」のセンターの在り方についてどう考えるか。 等

Ⅱ 児童発達支援・放課後等デイサービスの役割・機能の在り方について

○ 平成24年度の制度再編以降、児童発達支援・放課後等デイサービスのサービス利用者数は大きく増加しており、サービスの
内容が様々に広がり、中には、補習塾的な機能や預かり中心の事業所もあるとの指摘がある。

○ 一方で、女性の就業率の上昇に伴い、発達支援を必要とする障害児の保護者の就労を支える役割を求められている側面も
ある。

○ また、放課後等デイサービスについては、専修学校・各種学校に通う障害児等は対象になっていない。
○ これらの点についてどう考えるか。 等

Ⅲ インクルージョンの推進について

○ 児童発達支援・放課後等デイサービスの充実により、従来は障害と認識されずに育てづらさ・生きづらさを抱えていた児童が、
新たに発達支援に繋がるようになった一方で、適切な支援を受けながら一般施策（保育所・放課後児童クラブ・放課後子ども教
室等）を利用することが選択肢として検討しづらくなっているという指摘もある。

○ こうした状況も踏まえ、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進において、児童発達支援センター・児童
発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所の役割についてどう考えるか。

等
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主な検討事項（案）_②

Ⅳ 障害児通所支援の支給決定の在り方について

○ 障害児通所支援の支給決定は、障害児の心身の状態、当該障害児の介護を行う者の状況等を勘案して行うこととしており、
障害児の心身の状態を把握する上で、５領域11項目の調査を行うこととしている。

○ ５領域11項目の調査では、食事や入浴等の身体介助の必要度（全介助・一部介助）及び行動上の課題のみが把握され、発
達支援の必要性の観点は含まれない。
また、支給決定で決定するのは、サービスの種類とその利用日数等であり、どのような発達支援を行うかは、保護者が選択し
た事業所に事実上委ねられている。

○ こうしたことを踏まえ、障害児通所支援の支給決定のあり方についてどう考えるか。
等

Ⅴ 事業所指定の在り方について

○ 都道府県・指定都市・中核市は、児童発達支援・放課後等デイサービスの指定申請があったとき、必要量を満たす場合には、
指定を行わないことができる。

○ 一方で、同一都道府県等の中でも、地域によって事業所の偏在が著しい場合や、総量としてはニーズが達成されているが対
象者（医療的ケア児等）によっては受入事業所がない等、事業所の配置に対し、都道府県等が適切に関与することが望まれる
実情もある。

○ しかしながら、自治体としての必要な事業所数の見込み方やどのような場合に行うことが適切か等について示しておらず、指
定が効果的に実施されていないとの声がある。

○ こうしたことを踏まえ、事業所指定の在り方についてどう考えるか。
等
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